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賃金規程

第 1章 総則

【目的】

第 1条

この規程は、常勤職員就業規則第 27条に基づき、常勤職員の賃金に関する事項を定めたもの

である。

2.こ の規程は、常勤職員就業規則第 2条に定める常勤職員に適用する。

3.こ の規程に定めのない事項は、法令の定めるところによる。

【賃金体系】

第 2条

賃金体系は、次のとお りとする。

賃 金

基準内賃金

本給 基本給

==ヽ
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す ¬

役職手当

扶養手当

技術手当

資格手当

処遇改善手当

調整手当

基準外賃金

時間外手当

深夜労働手当

休 日手当

通勤手当

特別賃金 賞与

【賃金の支払形態】

第 3条

賃金は月給制とする。

【賃金支払方法および支払日】

第4条

賃金は、本人への手渡しまたは本人名義の金融機関口座への振込により支払う。

2.賃金の計算期間は、毎月 1日 から当月末日をもって締め切り、翌月 15日 に支払う。ただし、

支払日が休日の場合は、その前日に支払う。

【非常時払い】

第5条

次の各号に該当する場合は、常勤職員の請求により、賃金支払日前であっても既往の労働に対

する賃金を支払う。

①常勤職員またはその収入により生計を維持する者が、結婚、出産、疾病、災害、または死亡し
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たために費用を要するとき。

②常勤職員またはその収入により生計を維持する者が、やむを得ない事由により1週間以上にわ

たり帰郷するとき。

③その他、前各号に準ずるもので法人が必要と認めた場合。

【日額・時間額の計算】

第 6条

賃金の日額 。時間額の計算は、次の式による。

日 額=基準内賃金÷ lヵ 月平均所定労働日数

時間額=日 額÷ 1日 の所定労働時間数

【賃金控除】

第7条

賃金は、全額支給を原則とする。ただし、次に掲げるものについては控除して支払うものとす

る。

①所得税、住民税、社会保険料、雇用保険料その他法令で定めるもの。

②職員代表と労使協定を締結したもの。

③貸付金返済分などで常勤職員の申し出によるもの。

【平均賃金】

第 8条

体業手当、解雇予告手当などの基礎となる平均賃金の計算は、次の式による。

①平均賃金=直前賃金締切日より起算した 3ヵ 月の賃金総額÷3ヵ 月間の暦日数

②平均賃金=直前賃金締切日より起算した3ヵ 月の賃金総額

÷3ヵ 月間の労働日数×60/100

① o②の平均賃金のうち、金額の大きいものを平均賃金とする。

2.前項の賃金総額には、臨時に支払われる賃金および3ヵ 月を超える期間ごとに支払われる賃

金は含まない。

3.入職 3ヵ 月に満たない者については、入職日から当該算定事由発生日までの期間で計算する。

【休暇・休業の賃金】

第9条

常勤職員就業規則第 19条に定める年次有給休暇、第 26条に定める特別休暇については有給

とし、通常の賃金を支払う。

2.前項以外の休暇、休職については、賃金を支給しない。ただし、法人都合により休業させる

場合は、平均賃金の60%を支払う。

【退職時の支払】

第 10条

常勤職員が死亡または退職 (解雇された場合を含む)の場合において、権利者から請求があっ

た場合には、その請求の日から7日 以内に賃金を支払い、その他、常勤職員の権利に属する金品
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を返還する。

2.常勤職員が死亡した場合の前項の権利者は、労働基準法施行規則に定める遺族とする。

第2章 基準内賃金

【基本給】

第 11条

基本給は、常勤職員の勤続年数等を考課し別紙等級により決定する。

【役職手当】

第 12条

役職手当は、以下により支給する。

事務局長 50, 000円 (就業規則第 18条①管理監督者)

所長   20, 000円

主任   10, 000円

【扶養手当】

第 13条

扶養親族のある常勤職員については、以下により扶養手当を支給する。

2.前項の扶養親族とは、配偶者または子であって、常勤職員の健康保険被扶養者をいう。

①配偶者 12, 000円
②子    8,000円 (3名 まで)

【技術手当】

第 14条

染織および製パン等の専門的技術を要する業務に従事する常勤職員については、技術手当を支

給する。

技術手当 6, 000円
【資格手当】

第 15条

資格手当は、法人が必要と認めた場合に支給する。

【処遇改善手当】

第 16条

処遇改善手当は、ノヽ王子市に提出する処遇改善計画書に基づいて、個別に決定し支給する。

【調整手当】

第 17条

調整手当は、賃金体系の変更その他の事由により法人が必要と認めた場合に支給する。

第 3章 基準外賃金

4

【時間外・深夜・休日手当】



第 18条

常勤職員が法定労働時間を超え、または深夜・法定休 日に労働 した場合は、次の計算式により

手当を支給する。

①時間外手当

基準内賃金時間額 (扶養手当を除く)× 1.25× 時間外労働時間数

②深夜労働手当

基準内賃金時間額 (扶養手当を除く)× 0.25×深夜労働時間数 (22時～ 5時)

③休日手当

基準内賃金時間額 (扶養手当を除く)× 1.35×休日労働時間数

2.時間外労働または休日労働が深夜に及んだ場合は、深夜労働手当を加算する。

【通勤手当】

第 19条

通勤手当は、通勤距離が2Km以上の常勤職員について、合理的な方法かつ経路によるものと

して法人が認める公共交通機関相当額について、1カ 月当たり20,000円 までの範囲内で支

給する。

第 4章 特別賃金

【賞与】

第20条

賞与は、法人の財政状況、常勤職員の勤務成績に応じ個別に決定し、年 2回支給する。

ただし、経営上の都合、その他の事由により支給の時期を変更し、または支給しないことがある。

2.支給時期、支給対象期間は次のとおりとする。

支給月 対象期間

7月 前年 12月 1日 から当年 5月 末 日

12月 当年 6月 1日 から当年 11月 末日

3.支給対象者は、支給対象期間すべてに在籍 し、かつ支給日現在に在籍 している者とする。

第 5章 賃金の改定

【賃金の改定】

第21条

賃金の改定時期は、次のとおりとする。ただし、経営上の都合、その他の事由により改定の時

期を変更し、または改定しないことがある。

改定時期 対象賃金

4月 本給

改定事由発生月 諸手当

2.賃金の改定事由が発生 した場合は、すみやかに法人に報告しなければならない。
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第 6章 その他の事項

【不正受給の返還】

第22条

常勤職員が、不正な申請、届出、記録などにより賃金の支払いを受けた場合は、直ちにその額

を返還させる。また、その不正の程度に応じて、常勤職員就業規則第40条に定める制裁処分を

おこなう。

【賃金規程の改定】

第23条

この規程は、法改正、社会情勢、法人の財政状況の変化に応じて、法人が必要と認めたときは

随時変更をおこなう。

2。 この変更をおこなう場合は、予め職員代表の意見を聴いておこなうものとする。

付則

この規程は、 2016年 4月 1日 より施行する。

この規程は、 2017年 6月 21日 より改正・施行する。

この規程は、 2018年 4月 1日 より施行する。
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2016年  4月  1日 施行

2017年  6月 21日 改正

特定非営利活動法人 rrq
▼ 二…′ V



第 1章 総則

【目的】

第 1条

この規程は、非常勤職員就業規則第 26条に基づき、非常勤職員の賃金に関する事項を定めた

ものである。

2.こ の規程は、非常勤職員就業規則第 2条に定める非常勤職員に適用する。

3.こ の規程に定めのない事項は、法令の定めるところによる。

【賃金体系】

第 2条

賃金体系は、次のとおりとする。

賃 金

基準内賃金

本給 基本給

手 当

資格手当

運転手当

医療的ケア手当

早朝手当

処遇改善手当

調整手当

基準外賃金

時間外手当

深夜労働手当

休 日手当

通勤手当

特別賃金 賞与

【賃金の支払形態】

第 3条

本給は時給制とする。

【賃金支払方法および支払日】

第4条

賃金は、本人への手渡しまたは本人名義の金融機関口座への振込により支払う。

2.賃金の計算期間は、毎月 1日 から当月末日をもって締め切り、翌月 15日 に支払う。ただし、

支払日が休日の場合は、その前日に支払う。

【非常時払い】

第 5条

次の各号に該当する場合は、非常勤職員の請求により、賃金支払日前であっても既往の労働に

対する賃金を支払う。

①非常勤職員またはその収入により生計を維持する者が、結婚、出産、疾病、災害、または死亡

９
“



したために費用を要するとき。

②非常勤職員またはその収入により生計を維持する者が、やむを得ない事由により1週間以上に

わたり帰郷するとき。

③その他、前各号に準ずるもので法人が必要と認めた場合。

【日額・時間額の計算】

第 6条

賃金の日額 0時間額の計算は、次の式による。

日 額=(基本給×1日 の所定労働時間数)+(基準内諸手当÷ lヵ 月平均所定労働日数)

時間額=時給+(基準内諸手当÷ lヵ 月の平均所定労働時間数)

【賃金控除】

第 7条

賃金は、全額支給を原則とする。ただし、次に掲げるものについては控除して支払うものとす

る。

①所得税、住民税、雇用保険料その他法令で定めるもの。

②職員代表と労使協定を締結したもの。

③貸付金返済分などで非常勤職員の申し出によるもの。

【平均賃金】

第 8条

休業手当、解雇予告手当などの基礎となる平均賃金の計算は、次の式による。

①平均賃金=直前賃金締切日より起算した 3ヵ 月の賃金総額÷3ヵ 月間の暦日数

②平均賃金=直前賃金締切日より起算した3ヵ 月の賃金総額

÷3ヵ 月間の労働日数×60/100

① o②の平均賃金のうち、金額の大きいものを平均賃金とする。

2.前項の賃金総額には、臨時に支払われる賃金および 3ヵ 月を超える期間ごとに支払われる賃

金は含まない。

3.入職 3ヵ 月に満たない者については、入職日から当該算定事由発生日までの期間で計算する。

【休暇 口休業の賃金】

第9条

非常勤職員就業規則第 18条に定める年次有給休暇、第 25条に定める特別休暇については有

給とし、通常の賃金を支払う。

2.前項以外の体暇、休職については、賃金を支給しない。ただし、会社都合により休業させる

場合は、平均賃金の60%を支払う。

【退職時の支払】

第 10条

非常勤職員が死亡または退職 (解雇された場合を含む)の場合において、権利者から請求があ

った場合には、その請求の日から7日 以内に賃金を支払い、その他、非常勤職員の権利に属する
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金品を返還する。

2.非常勤職員が死亡した場合の前項の権利者は、労働基準法施行規則に定める遺族とする。

第 2章 基準内賃金

【本給】

第 11条

本給は、非常勤職員の勤続年数等を考課し個別に決定する。

【資格手当】

第 12条

資格手当は、法人が必要と認めた場合に支給する。

【運転手当】

第 13条

運転手当は、利用者の送迎等の自動車運転業務に従事する非常勤職員に対して、次の金額を支

給する。

lヵ 月あたり 2,000円
【医療的ケア手当】

第 14条

医療的ケア手当は、夜間勤務し、たん吸引等の医療的ケア業務に従事する非常勤職員に対して、

次の金額を支給する。

1夜勤あたり 3, 000円
【早朝手当】

第 15条

早朝手当は、早朝 (午前 6時から午前 8時)業務に従事する非常勤職員に対して、次の金額を

支給する。

早朝勤務 (午前 6時から午前 8時)について、時給 100円 を加算する。

【処遇改善手当】

第 16条

処遇改善手当は、人王子市に提出する処遇改善計画書に基づいて、個別に決定し支給する。

【調整手当】

第 17条

賃金体系の変更等により非常勤職員の賃金に変動が生じた場合等で、法人が必要と認めたとき

は、代償措置として調整手当を支給する。支給金額はその都度法人が定める。

第 3章 基準外賃金

【時間外・深夜・休日手当】

第 18条
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非常勤職員が法定労働時間を超え、または深夜・法定休日に労働した場合は、次の計算式によ

り手当を支給する。

①時間外手当

基準内賃金時間額×1.25×時間外労働時間数

②深夜労働手当

基準内賃金時間額×0.25×深夜労働時間数 (22時～ 5時 )

③休日手当

基準内賃金時間額×1.35× 休日労働時間数

2。 時間外労働または休日労働が深夜に及んだ場合は、深夜労働手当を加算する。

【通勤手当】

第 19条

通勤手当は、合理的な方法かつ経路によるものとして法人が認める実費相当額について、出勤

1日 当たり2, 000円までの範囲内で支給する。

第 4章 特別賃金

【賞与】

第20条

賞与は、法人の財政状況、非常勤職員の勤務成績に応じ個別に決定し、年 1回支給する。

ただし、経営上の都合、その他の事由により支給の時期を変更し、または支給しないことがある。

2.支給時期、支給対象期間は次のとおりとする。

支給月 対象期間

3月 前年 4月 1日 か ら当年 2月 末 日

3.支給対象者は、支給対象期間すべてに在籍 し、かつ支給日現在に在籍 している者とする。

第 5章 賃金の改定

【賃金の改定】

第21条

賃金の改定時期は、次のとおりとする。ただし、経営上の都合、その他の事由により改定の時

期を変更し、または改定しないことがある。

改定時期 対象賃金

4月 本給

改定事由発生月 諸手当

2.賃金の改定事由が発生した場合は、すみやかに法人に報告 しなければならない。

第 6章 その他の事項

Ｆ
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第 22条

非常勤職員が、不正な申請、届出、記録などにより賃金の支払いを受けた場合は、直ちにその

額を返還させる。また、その不正の程度に応 じて、非常勤職員就業規則第 39条に定める制裁処

分をおこなう。

【賃金規程の改定】

第 23条

この規程は、法改正、社会情勢、法人の財政状況の変化に応 じて、法人が必要と認めたときは

随時変更をおこなう。

2.こ の変更をおこなう場合は、予め職員代表の意見を聴いておこなうものとする。

付則

この規程は、 2016年 4月 1日 より施行する。

この規程は、 2017年 6月 21日 より改正・施行する。
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特定非営利活動法人 CES 役員報酬規程

(目 的 )

第 1条  この規程は、特定非営利活動法人 CES(以 下、「本法人」とい

う)の 役員 に対す る報酬の基本事項 を定める。

(報酬及び費用の支給 )

第 2条  本法人は、常勤及び非常勤 にかかわ らず、役員報酬 は一切支給

しない。ただ し、旅費等の費用については実費を支給す ることができる。

(改廃 )

第 3条  この規程の改廃 は総会の決議 を経て行 う。

(補 足 )

第 4条 この規 程 に定 め る もの の ほ か必 要 な事 項 は理 事 長 が別 に定 め る。

附 則

この規 程 は 、 2015年 5月 15日 か ら施 行 す る。



書式第 17号 (法第55条関係)

利活動促進法第 54条第 2項第3号に定める事項を記載した

1 資金に関する事項 [①収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項]

※ 丸数字は、特定非営利活動促進法第 54条第 2項第 3号に定める事項の詳細について規定している特定非営利活動

促進法施行規則第32条第1項各号に対応しています。以下同じです。

2020年 4月 1日 ～2021年 3月 31日特定非営利活動法人CES 事 業 年 度法人名

1)収 益の源泉別の明細

(2)借入金の明細

収 益 源 泉 の 内 訳 金    額

3,000円

38,353,547円

768,000円

97,700円

387,000円

10,754,780円

126,474,416円

11,984,834円

1,814,200円

305,000円

受取入会金

受取地方公共団体補助金

正会員受取会費

行事費収益

賛助会員受取会費

利用料収益

障害福祉サービス事業収益

生産活動事業収益

地域生活支援事業収益

生活文化向上事業収益

417,100円

5,981,420円

2,799,245円

受取民間助成金

雑収益

受取寄付金

200,140,242円計ハ
口

借 入 先 金    額

な し
円

円

円

円

円

円∧
日 計

な し

(3) その他



2 資産の譲渡等の内容に関する事項 [②資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項]

(1) 資産の譲渡に係る料金及び条件等

に) 資産の貸付けに係る料金及

役務の提供に係る び条件等

譲 渡 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等

手織 リコースター 300～500円

手織 リマフラー (1点 もの) 4,000～ 9,000円

ミニ トヽ一トバック 3,600円

ポス トマンバツグ 14,000円

さんどカー ド 500円

フェル トポーチ 1,500円

巾着 900円

パン・菓子の販売 円

※別途 「注文書」に記載 円

4 まで 500円

延長 1時間毎に 200円

料 金

円

500円

円

円

地域の茶の間「みなひろの」貸し出し

条  件  等貸 付 資 産 の 内 容

円

円

円

円

円

等

1回 90分～120分

料 金

15,000円出張講演

条  件役 務 の 提 供 の 内 容

円

円

円

円

円

円

円

円



FAX 042- 26-2307 24H受 付
*仕込みの都合により、予告なく変更になる場合もございます。  中賞味期限は製造日よりの日数です      2021.1-2

★ ご注文はできるだけ!週間前にお願いいた します。曜 日の違 うものをご希望の場合はご相談 ください。当日

焼 きと前 日焼 きのものを組み合わせてお送 りする場合もございます。

備考 :お届け希望日時間帯など(ヤマト便)・ お引き取り希望日・その他

関東近県00サイズ:737円 80サイズ:957円
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3 取引の内容に関する事項 [③次に掲げる取引先、取引金額その他その内容に関する事項 イ 収益の生ずる取引
及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の最も多いものから順次その順位を付した場合におけるそれぞれ

ロ との

(1)収 益 る の 5

(6) 費用の生ずる取引の上 5者

(7)役員、社員、職員若 しくは寄附者又はこれらの者の親族等との取引

イ 資産の譲渡 (棚 。)

取引金額 取 弓1 内 容 等氏名又は名称 住所又は所在地

126,474,416円 自立支援費

32,150,778円 補助金

2,120,000円 補助金

1,405,493円

1,122,700円

補助金

補助金

取 引 内 容 等

給与 (賞与含む)

給与 (賞与含む)

取引金額

6,185,127円

氏名又は名称 住所又は所在地

給与 (賞与含む)

給与 (賞与含む)

給与 (賞与含む)

譲渡資産の内容等譲 渡 価 格住所又は所在地取引先の氏名等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

譲 渡

年月日

法人との

関  係



口 資産 け (金銭の貸付けを含む。)

ハ 役務の提供 の利用等を含む。)

貸 付

年月日
対 価 の 額 譲渡資産の内容等取引先の氏名等

法人との

関  係
住所又は所在地

2021.2.18

2020。 8。 1 の茶の間 「みな

ひ ろ し出し
12,000円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

役務提供の内容等
役務の提供

年月日
対 価 の 額

の

関

係

取引先の氏名等

と法人

決算 (税務)申告2020。 6.3 132,000円支払手数料

くダンスクラス

1回 8,000円 ×25。 5

回

く体操クラス

基 づ

に基づ

1回 円×13回

204,000円

2020。 4.1～

2021.3.31
講師料

58,500円

2020.4.1～

2021.3.31
講師料

145,000円
程に基づいて

月 35,000円 ×3回

賃貸借契約に基づく

月 381,200円 ×12回

織物

与 円×2回

3 円

2020.4。 1～

2020.12.31
講師料

2020.4。 1^ψ

2021.3.31 4,884,600円
家賃支払い

賃貸借契約に基づく

月 200,000円 ×12回

賃貸借契約に基づく

駐車場代

月 10,000円 ×3回

2,430,000円

2020。 4.1～

2021.3.31
家賃支払い

駐車場代支払

セ`

2020.4.1～

2021.3.31 90,000円

円 ×9回

く

駐車場代

月

駐車場代支払

い



4 寄附者に関する事項 [④寄附者 (役員、役員の親族等で、当該法人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が
20万 円以上であるものに限る。)の氏名並びに 日

5 給与の総額等に る事項 [⑤給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項]

氏 名 寄 附 金 額 受 領 年 月 日

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額

64人 113,104,317円



6 支出した寄附金に関する事項 [⑥支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日]

7 海外への送金等に関する事項 [⑦海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並び

にその実施 日]

支出年月 日 支出先の名称 所 在 地 寄附の目的等 支出した寄附金額

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

合   計 円

実  施  日 使 途 金   額

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円



法人名 特定非営利活動法人 ∝S チェック欄

3運営組織及び経理に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ3分の1以下であること

(1)役員及びその親族等

(2)特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等

口 各社員の表決権が平等であること

′

ハ 会計について公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、又は帳簿書類の備付け、取引の記

録及び限簿書類の保存について青色申告法人に準じて行われていること

二 支出した金銭の費途力期 らかでないものがある等の不適正な経理が行われていないこと

イ

(注 1)

(注 2)

各欄の人数等は、第3表付表 1「役員の状況」から転記してくださしヽ

③l及び〕こついては、小数点以下第2位を切り捨てた数値を記載してください。

ロ

項  目 最も人数が多

い「親族等」の

グループの人

数

割 合
最も人数が多い「特定の法

人の役員又は使用人であ

る者及びこれらの者の親

族等」のグループの人数

割 合

役員数

②÷① (④÷③

① ② ③ ④ ⑤
区  分

③ 2020年 4月 1日 ～2021年 3月 31日
11人 2人 18.1% 0人 0%

⑤ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

申 請 時
人 人 % 人 %

各社員の表決権が平等である ③ ⑥ ◎ ① ◎

上記を証する書類の名称とその内容等

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

① 申請時

はい

いいえ

はレヽ

いいえ

書式第 7号・ (法第 44条・51条・58条関係 )

認定基準等チェック表  (第 3表) (初葉)

(注意申ロ

・ 認定基準等チェック表 (第 3表)は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時においても記載及び添

付する必要があります。その場合、上記口の記載の必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬朗燿等提出書類)に記載した事項について、

添付を省略することができます。



ハ

項
ロ
ロ ③ ⑤ ◎ ① ◎ ① 申請時

会計について公認会計士又は監査法人の監査を受け

ている

はい

匝ヨ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

|まセヽ

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

帳簿書類の備付け、取引の記録及び脹簿書類の保存

を青色申告法人に準じて行つている

回ヨ

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

は セヽ

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

項
ロ
ロ ④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時

費途が明らかでない支出がある、帳簿に虚偽の記

載がある等の不適正な経理の有無
有。□ 有・無 有・無 有 。無 有・無 有・無 有・無

第3表 (次葉)

(週誦『1国D
認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出:鶴E)に記載した事項について、改

めて配載する必要はありません。

ェック 3

注 意 事 項記 載 要 領項    目

「上記を証する書類の名称とその内容

等」欄には証する書類の内容を文言のと

おりに記載します。

①  「会計について公認会計士又は監査

法人の監査を受けている」の「はしⅥ

に「○」した場合には監査証明書を添

付し≦≦_ど登霊L
② 「帳簿書類の備付け、取引の制

び帳簿書類の保存を青色申告法人に準

した場合!こは、_鯉 3表付表2 暉編組

じて行っている」o l-ltL\t il |-91

区分欄の「①～①」の各欄には、実績判定期間の各事業

年度 (又は各年)を記載します。

第3表付表1「役員の状況」を記載して、「①」、「②」及

び「④」の各欄に該当する人数を転記します。

該当する一方を「○」で囲みます。

「上記を証する書類の名称とその内容等」欄には、例え

ば、「定款 (又は会則)第○条に『各正会員の表決権は、平

該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「④」から「①」については、イに記載する各期間

(「④」から「①」)を示したものです。

該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「③」から「①」については、イに講 る各期間

イの各欄

口の各欄

ハの各欄

二の各欄

( か ら

と のように記載します。

を示した

記載要領の補足

○ 二において、「費途が明らかでないもの」とは、法人が費用として支出した金額のうち、その費途を確認することができないも

oaL\L\. iE,\r\aBl.B€*2bflfrLtc4#.<zofti6J,l1frbrtrt/tL\60)rl.:rtl.*/cD*f. /r*"-. 'E:BHtl.zoyfrftt
EE6i.t.L/rr, \Xfrlr\bb#bb. *ffil: l-fri6riBEbr)-e/31r$d).1 ,rb6: Llt-tsul, #ft&l*ti6:&tt-C**-ii,"



法人名 特定非営利活動法人CES ③ ⑮ ◎ ① ◎ 申 請  時

役  員  数 11人 人 人 人 人 人

(1)最も人数が多い「親族等」のグループ

の人数
2人 人 人 人 人 人

(2)最も人数が多い「特定の法人の役員又

は使用人である者並びにこれらの者の 0人 人 人 人 人 人

親族等」

書式第8号 (法第44条・51条・58条関係)

役 員 の 状 況 第3表付表 1

α日『事項)認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第5

役 員 の 内 訳

就 任 等 の 状 況

氏  名 住  所 職名 続柄等
◎ 申請時

就任・退任
○ ⑮ ◎ ①

日

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

ついて、添付を省略することができます

条第 1 項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に配載した事項に



法 人 名 特定非営利活動法人CES

伝 票 又 は 帳 簿 名 左の帳簿等の形態 記帳の時期 保存期間

総勘定元帳
会計ソフト (Web会計使用)

ルーズリーフ
随時 7年

仕訳帳
会計ソフト (Web会計使用)

ルーズリーフ
随時 7年

固定資産台帳
会計ソフト (Web会言判吏用)

ルーズリーフ
随時 7年

給与台帳
給与ソフト (弥生給与使用)

ルーズリーフ
月 1回 7年

小日現金出納帳
手書き現金出納帳

ルーズリーフ
随時 7年

棚卸資産台帳
エクセノイ吏用

ルーズリーフ
随時 7年

書式第9号 (法第44条・51条・58条関係)

帳 簿 組 織 の 状 況 第3表付表2

(記載|ヨD
。 「伝票又は帳簿名」欄は、例えば 詢現金出納幅」、「総勘定元帳し、「経費帳」などのように配載します。

・ 「左の帳簿等の形態」欄は、「3枚複写伝票し、「ルーズリーフ」、「装丁帳簿」などのように配載します。

・ 「記帳の時期」欄は、「毎日」、「―週間ごと」のように配載します。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第

“

条第1項に基づく書類 (役員報酬朗曜等提出:癬E)に配載した内容に変更

がないときは、添付を省略することができます。



法人名 特定非営利活動法人 ∝S チェック欄

′
4 事業活動に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 宗教活動又は政治活動等を行っていないこと

口 役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益を与えないこと、役員等又は役員等が支配する法人と

当法人との間の資産の譲渡等に関して特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の選任その他当法人の財

産の運用及び事業の運営に関して特別の利益を与えないこと、及び営利を目的とした事業を行う者、上記イの

活動を行う者又は特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対し寄附を行わないこと

ハ 実績判定期間における事業費の総額のうち特定非営利活動に係る事業費の額の占める割合が80%以上であ

ること

二 実績判定期間における受入寄附金総額の70%以上を特定非営利活動の事業費に充てていること

申i請時◎ ① ◎ ①項
［日 ⑮④

有 。無 有 ・ 無
宗教の教義を広め、儀式を行い、及び1言者を

教化育成する活動
有・□ 有 。無有 ・ 無 有 。無 有 。無

有 。無 有 。無有 。無 有 。無 有 。無 有 。無有
政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに

反対する活動

有。□ 有 。無有 ・ 無 有 。無有 。無 有 。無 有 ・ 無

特定の公職の候補者若しくは公職にある者又

は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対

する活動

ロ

項 目 ③ ⑤ ◎ ④ ◎ ① 申書郭寺

役員の職務の内容、職員に対す
・
る給与の支給の状況、当法人

とその活動内容及び事業規模が類似する他の法人の役員に

対する報酬の支給の状況等に照らして、当法人の役員に対す

る報酬の支給として過大と認められる報酬の支給その他役

員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益の供与

有。□ 有 。無 有・無 有・無 有・無 有。無 有。無

の有無

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が当

該資産のその譲渡の時における価額に比して著しく過少と

認められる資産の譲渡その他役員等又は役員等が支配する

法人と当法人の間の資産の譲渡等に関して特場lJの利益の供

有。□ 有。無 有 。無 有。無 有・無 有・無 有・無

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び事

業の運営に関して特別の禾1協畠の供与の有無
有。国 有。無 有。無 有。無 有・無 有・無 有。無

営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者又は

特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対する寄附の

有無

有。□ 有・無 有 。無 有。無 有・無 有 。無 有 。無

書式第10号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 4表 ) (初葉)

(注意1硼⊃

・ 「認定基準等チェック表 (第 4表)」 は、法第

“

条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時においても記載

及び添付する必要があります。その場合、「認定基準等チェック表 第4表 (次葉)」 (ハ及び二)の記載及び添付の必要はありま

せん。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事項につい

て、添付を省略することができます。



書式第13号 (法第44条・51条・58条関係)

エ ツ 5

法人名 特定非営禾:難働法人CES チェック欄

5 次に掲げる書類について閲覧の請求があつた場合には、正当な理由がある場合を除きこれをその事

務所において閲覧させること

イ 特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等、役員名簿及び定款等

口 各認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

二 役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の調渡等に関する事項、寄附金に関する事項その他一定の事項

等を記載した書類

へ 助成の実績並びに海外送金等の金額及び使途並びにその予定日を記載した書類

次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこれをそ

の事務所において閲覧させることに同意する。

※閲覧に関する細則 (社内蘭唄:D等がある場合には、そC湘瞑:l(祖メ菌隕:D等を添付してくださし、

同  意

しない

イ

① 事業報告書等 (事業報告書、財産目録、貸借対照表、活動計算書、強 名簿、社員のうち10人以上の者の

氏名及び住所又は居所を記した書iD

② 役員名簿

③ 定款等 (定款、認証書の写し、登記事項証明書の写し)

ロ 各認定基準等に適合する旨を説明する書類、欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

前事業年度の役員報酬又ば職員給与の支給に関する規程

ホ

次の事項を記載した書類

① 収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項

② 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項

③ 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項

。 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上イ立5者との取引

・ 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と特殊

の関係のある者との取引

④ 寄附者 (役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当該法人に対する

寄附金の額の事業年度中の合計額が加万円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄附金の額及噺 年月

日

⑤ 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項

⑥ 支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日

⑦ 海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びにその実施日

助成金の支給を行った場合に事後に所轄庁に提出した書類の写し

′

隠墨EIコ

・ 認定基準等チェック表第5表は、法第55条第1項に基づく書類 (役員幸酬 規程等提出書類)の提出時に配載及び添付する必要

があります。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、添付の必要はありません。



書式第14号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 6、 7、 8表)

法人名 特定非営利活動法人CES

認定基準等チェック表  (第 6表)

認定基準等チェック表  (第 7表)

認定基準等チェック表  (第 8表)

8 申請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後1年を超える期間が経過し

ていること

チェック欄

事業年度 月  日～  月  日 設立年月日 平成  年  月  日

(潤頗『1目D
・ 法第55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規曜等提出書類)の提出時に当たつては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8:D

は、記載する必ヨ まありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)の記載の必要はありません。また、法

第55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出:癬罵)に記載した事項について、改めて配載する必要はありません。

6 1実績判定期間を含む各事業年度の特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等を同法第

29条の規定により所轄庁に提出していること

チェック欄

特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等の所轄庁への提出の有無

④ ⑤ ◎ ① ◎ ①

有 缶 有 征 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無

7 法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利

益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと

チェック欄

′

法令に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利益を得、又は得ようとした事実

その他公益に反する事実の有無

注・認定基準等チェック表 (第 7表)は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に記載及

び添付する必要があります。

④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申 請 時

有 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 征



書式第15号 (法第44条・51条・58条関係)

欠格事由チェック表

法人名 特定非営利活動法人CES チェック欄

′

り

人は認定、特例認定又は認定の有効期間の更新を受けることができません。

1 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある場合

イ 認定特定非営利活動法人が認定を国 り,肖 された場合又は特例認定特定非営利活動法人が特例認定を取

た場合におし その取消しの原因 なつた事験

"｀

あつた日以前 年内に当該認定特定非営利活動法人又は当該特ヽて と 1

例認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であつた者でその取消しの 日か 年を経過 もヽのしなし

口 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しな

い者
ハ 特定非営利活動促進法若しくは暴力団員不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑法 204条等 田 )若

しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律に違反したことにより、

罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しない者

二 暴力団の構成員等 は2)

2 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人

定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人

国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過しない法人 (認

日から3 しない法人

次のいずれかに該当する法人

暴力団

b 5

3
4

５

６

イ
。
ロ

1

イ

ロ

役員のう ずヽれかに該当する者の有無

認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は特伊儲定特定非営利活動法人が特例認定

を取り消された場合において、その取消しの原因となった事実があつた日以前 1年内に当該認定特

定非営利活動法人又は当該特例認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でその

取消しの日から5年を経過しなしヽ者の有無

有

禁鋼以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5

年を経過しない者の有無
有

特定非鷲鉢ll活動促進法若しくは暴力団員による不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑

法第 204条等若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関す

る法律に違反したことにより、罰金卵]に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受けるこ

とがなくなつた日から5年を経過しなし嗜
・の有無

有。□

有 ・

９

“ 認定又は特|"晰認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人

は い ・ しヽ（
６ るヽ法人

4

添付

ヨ
ヨ

Ｆ
逐

Ｅ

国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過
は い ・

しなしヽ去人

認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の申請時に、董聾141こ1係うコ:日整1塑:量」屋:豊::コ!生二L重菫:主:壁:墨:」:基:壼[望]日:旦:][贋

(注 1)その他の事務所がある場合は、その他の事務所所在の滞納処分に係る納税証明書も添付すること

(注 2)

は い ・ しヽ国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人Ｆ
Э

０́

イ

ロ

次のいずれかに該当する法人

暴力団 はい。
Fπ えヽ

暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人


